
令和７年度 運行管理者等実務研修会

岩手県貨物自動車運送適正化事業実施機関

公益社団法人岩手県トラック協会適正化事業部



（１）令和７年度の巡回結果（上半期）
（２）巡回指導項目と重要箇所
（３）法改正等について
（４）情報提供

本日のメニュー



（１）令和７年度の巡回結果（上半期）



①巡回指導件数

（１）令和７年度の巡回結果（上半期）

（令和７年９月末現在）



②巡回指導 年度別総合判定結果（通常巡回のみ） （令和７年９月末現在）

※（ ）内は非会員事業者の数 ※特別巡回、霊柩の集合教育を除く実績

※評価基準
○「適」・「否」を付けた項目を分母として「適」の占める割合で、Ａ=９０％以上、Ｂ＝８０%以上、Ｃ＝７０%以上、Ｄ＝６０%以上、
Ｅ＝６０%未満、その他＝指導項目が１５項目以下となる。

○重点項目に否があれば１段階下がる。

（１）令和７年度の巡回結果



③年度別総合判定推移グラフ （県内の推移）

（１）令和７年度の巡回結果

（令和７年９月末現在）



④巡回指導 ワースト５項目

（１）令和７年度の巡回結果



（２）巡回指導項目と重要箇所
【確認ポイント】



（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

Ⅰ．事業計画等 ８項目

Ⅱ．帳票類の整備・報告等 ５項目

Ⅲ．運行管理等 １３項目

Ⅳ．車両管理等 ５項目

Ⅴ．労働基準法等 ４項目

Ⅵ．法定福利 ２項目

Ⅶ．運輸安全マネジメント １項目 計３８項目

★自主点検項目 １７項目



Ⅰ．事業計画関係

１．主たる事務所及び営業所の名称・位置
２．営業所に配置する事業用自動車の種別及び数
３．自動車車庫の位置及び収容能力
４．乗務員の休憩・睡眠施設の位置・収容能力
５．乗務員の休憩・睡眠施設の保守・管理
６．届出事項（役員、特定貨物の荷主の名称等）＜本社＞
７．白トラ利用
８．名義貸し、事業の貸渡し等

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

認可（届出）通りの業務運営？



Ⅰ．事業計画関係

１．主たる事務所及び営業所の名称・位置
□主たる事務所及び営業所の名称、位置に変更は有りませんか
（１）名称変更はないか
（２）区画変更等による地番変更はないか
（３）移転していないか
（４）無認可営業所はないか
■変更があった場合は事業計画変更認可申請書（変更届）【別紙】を提出する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅰ．事業計画関係

２．営業所に配置する事業用自動車の種別及び数
□営業所に配置する事業用自動車は届出車両の種別とその数が一致していますか
（１）配置する車両の種別と数は届出内容と一致しているか
（２）自社の営業所間において配置車両を移動させ使用していないか

但し、弾力化の例外有り【別紙】
（３）他社の車両が含まれていないか
■現在の配置車両に合わせた事業計画変更事前届出書【別紙】を提出する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎例えば、ディーラー、行政書士等の外部に申請提出を依頼する場合に、届出
 書の写しが当該営業所に保存されていないケースも見受けられます。保有台

数確認が出来ませんので、この場合、必ず、営業所での保存もお願いします。



Ⅰ．事業計画関係

３．自動車車庫の位置及び収容能力
□自動車車庫の位置及び収容能力に変更はありませんか
（１）新規車庫地を購入・賃借し、認可申請せず使用していないか
（２）プレハブ等の容易に移動できないものが置かれていること等により

収容能力が減っていないか
（３）区画整理等による地番変更はないか
■変更があった場合は事業計画変更認可申請書【別紙】を提出する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎法令上、認可車庫以外（例えば、配送先、自宅への持ち帰り等）への駐車は運
行途中を除き認められませんので注意下さい。
入出庫（データ）は認可車庫になっていますか。



Ⅰ．事業計画関係

４．乗務員の休憩・睡眠施設の位置・収容能力
□乗務員の休憩・睡眠施設の位置及び収容能力に変更はありませんか
（１）休憩・睡眠施設を移動していないか
（２）施設内に容易に移動できないものが置かれていて収容能力が変わっていないか
（３）区画整理等による地番変更はないか
■変更があった場合は事業計画変更認可申請書【別紙】を提出する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎届出した後、時間の経過と共に実態が伴わないケース（場所が違う、物が置い
て使用出来ない、そもそも存在しない等）が見られます。必要に応じて、実態に
合わせた変更の検討もお願いします。



Ⅰ．事業計画関係

５．乗務員の休憩・睡眠施設の保守・管理
□休憩、睡眠施設はいつでも有効に使用できるよう保守、管理されていますか
（１）休憩施設は、物やゴミ・ほこりが散乱していないか
（２）睡眠施設は、寝具にカビや汚れはないか
（３）目的以外の使用はないか
■乗務員が常に利用できる状態を維持する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎（実際に現地を確認すると）書庫、倉庫代わりに使用されている等、使用実態に
無いケースも有ります。整理整頓のうえ、必要に応じ変更の検討もお願いします。



Ⅰ．事業計画関係

６．届出事項（役員、特定貨物の荷主の名称等）＜本社＞
□役員等に変更はありませんか
（１）役員改選があったか
（２）特定事業者に係る運送の需要者の名称等に変更はないか
■変更があった場合は変更届【別紙】を提出する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎役員の変更届出について
代表権を有する役員（代表取締役）は届出事由が発生した後、遅滞なく提出
代表権を有しない役員に変更があった場合は毎年７月３１日迄に提出



Ⅰ．事業計画関係

７．白トラ利用
□有償で自家用自動車を利用し貨物の運送を行っておりませんか
（１）通達で定める以外の自家用自動車を利用しての営業行為は行っていないか
■自家用自動車での営業行為は即時停止する

８．名義貸し、事業の貸渡し等
□無許可の者に対し、当該事業者の名義貸し、事業の貸渡しを行っていませんか
（１）当該営業所以外の運転者がいないか
（２）配置車両は当該事業者が所有者又は使用者で、定期点検整備等の車両管理

が適切に行われているか
■名義貸し、貸渡しは違反行為である事から即時停止する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅱ．帳票類の整備・報告関係

９．事故の記録・保存

１０．自動車事故報告書の提出

１１．運転者台帳の記入・保存

１２．車両台帳の整備・記入

１３．事業報告書及び事業実績報告書の提出＜本社提出＞

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅱ．帳票類の整備・報告等

９．事故の記録・保存
□事故記録簿が備え付けられ保存されていますか
（１）事業用自動車に係る事故の発生の有無
（２）事故の記録が保存されているか
（３）当該事故発生後３０日以内に作成しているか
■事故記録簿を作成・保存するとともに再発防止の教育資料として活用する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎事故記録の必要事項（再確認）
①乗務員の氏名、②登録番号、③発生日時、④発生場所、⑤事故の当事者の
氏名、⑥事故の概要、⑦事故の原因、⑧再発防止対策



Ⅱ．帳票類の整備・報告等

１０．自動車事故報告書の提出
□自動車事故報告規則第２条に規定する事故の報告書を提出していますか
（１）事業用自動車に係る事故の発生の有無
（２）事故報告書は事故発生日より３０日以内に提出されているか
（３）速報事案の場合、２４時間以内に管轄運輸局等に速報したか
■該当事故があった場合は事故報告書を提出し、地方運輸局の受付印のある

ものを３年間保存する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎例えば、車両故障により運行が中断した後、JAF等、乗務員以外の者の修理

等により運行を再開出来た場合でも、「自動車の装置の故障により、自動車の
運行が出来なかったもの」に該当するため、事故報告書の提出は必要です。



事故報告書（30日以内）再度確認！
速報（24時間以内）と事故報告書（30日以内）の区分は再度確認！

30日以内

人身・物損以外の事故は要注意！⇒



Ⅱ．帳票類の整備・報告等

１１．運転者台帳の記入・保存
□選任運転者全員の運転者台帳が備え付けられ、安全規則第９条の５に定め

られている項目が適切に記載され、保存していますか
（１）運転者台帳が整備され、保存されているか
（２）運転者台帳を未作成のまま事業用自動車に乗務させていないか
（３）退職した運転者の台帳は別管理をしているか、又、３年間保存しているか
■一人でも備え付けられていない場合は、早急に作成し備え付けること

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎例え、短時間（短期間）でも営業車両に乗務する可能性のある方については
運転者台帳を作成して営業所内に備え付けておかなければ乗務出来ません。



Ⅱ．帳票類の整備・報告等

１１．運転者台帳の記入・保存

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎安全規則第９条の５に定められている９項目（再確認）
①作成番号及び作成年月日
②事業者の氏名又は名称
③運転者の氏名、生年月日及び住所
④雇入れの年月日及び運転者に選任された年月日
⑤※運転免許証の番号及び有効期限、運転免許の種類並びに条件
⑥事故を起こした場合又は違反通知を受けた場合の記載
⑦健康診断の受診結果の写しの貼付 ⑥～⑧別保存可
⑧特別指導・適性診断受診状況
⑨※運転者の写真（※⑤⑨は運転免許証貼付で代用可）



Ⅱ．帳票類の整備・報告等

１２．車両台帳の整備・記入
□車両台帳に必要事項が適切に記載され、備え付けられていますか
（１）営業所に配置する車両の台帳が備え付けられているか
（２）自動車検査証の有効期限が切れていないか
（３）自動車検査証の記載事項に変更はないか
■車検有効期限切れ、増減車等があった場合は最新の車両台帳を作成し

整備すること
■自動車検査証の記載事項について変更がある場合は変更を行うこと

（例：使用者の移転等による使用の本拠の住所変更等）

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅱ．帳票類の整備・報告等

１２．車両台帳の整備・記入
□車両台帳に必要事項が適切に記載され、備え付けられていますか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎車両台帳に記載必要な１２項目（再確認）
①自動車番号、②初年度登録年月、③型式、④車名、⑤車台番号、⑥自動車
の種別、⑦最大積載量、⑧車両総重量、⑨自動車検査証の有効期限、⑩Nox
PM法使用車種規制に係る事項、⑪基準緩和車輌に係る事項、⑫自賠責保険
に係る事項

※「自動車検査証の写し」と「自賠責保険証書の写し」を以って車両台帳に置き
換える事が出来ます。



Ⅱ．帳票類の整備・報告等

１３．「事業報告書」及び「事業実績報告書」の提出（本社）
□ 「事業報告書」及び「事業実績報告書」を管轄運輸支局長等に提出していますか
（１）「事業報告書」は毎事業年度（企業の決算日）の経過後、１００日以内に提出

されているか
（２）「事業実績報告書」は毎年４月１日から３月３１日までの１年間の実績を毎年

７月１０日までに提出しているか
■期限内に提出されていない場合は早急に提出すること
■写しは地方運輸支局の受領印のあるものを保存する（５年間保存）

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎「事業実績報告書」については、決算日に関わらず７月１０日までの提出必要



Ⅲ．運行管理関係等

１４．運行管理規程の制定

１５．運行管理者の選任・届出

１６．運行管理者の講習

１７．事業計画に伴い、必要な運転者の確保

１８．過労防止に配慮した勤務時間・乗務時間等の管理【ワースト５】

１９．過積載による運行を行っていないか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

１４．運行管理規程の制定
□運行管理規程が適正に定められていますか
（１）法改正等の内容が反映されているか
（２）複数の運行管理者を選任する営業所において統括運行管理者に係る組織

職務及び選任方法等に関する規定が明記されているか
（３）補助者を選任する営業所は補助者に係る選任方法及び職務並びに遵守事項

が明記されているか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

１４．運行管理規程の制定
□運行管理規程が適正に定められていますか
（４）ＩＴ点呼・遠隔点呼・業務前点呼・業務後自動点呼及び受委託点呼等の実施

に係る規定が明記されているか
（５）営業所間における運転者及び車両移動の弾力化について明記されているか
■法改正等の内容を盛り込んだ運行管理規程を制定し保存する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎運行管理規程は岩ト協ホームページに参考資料を掲載しております。



Ⅲ．運行管理関係等

１５．運行管理者の選任・届出
□運行管理者証を有する者のうちから、車両数に応じて必要となる員数の運行

管理者を選任して届出をしていますか
（１）選任及び解任した場合は選任（解任）されてから遅滞なく（遅くとも１週間以内）

届出をしているか
（２）運行管理者資格者証を有している者を選任しているか
（３）複数の運行管理者を選任する営業所で統括運行管理者が選任されているか
（４）補助者を選任する営業所で補助者としての資格要件が満たされているか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

１５．運行管理者の選任・届出
□運行管理者証を有する者のうちから、車両数に応じて必要となる員数の運行

管理者を選任して届出をしていますか
■運行管理の資格者証を有した者を選任し運輸支局に届出を行い、受理印のある
選任（解任）届出書を保存する

■選任されている運行管理者が全くいない場合は運輸支局への「速報」となります

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎運行管理補助者の選任要件（再確認）
運行管理資格者証を取得している者
運行管理者の基礎講習を受講している者



Ⅲ．運行管理関係等

１６．運行管理者の講習
□選任されている運行管理者が告示に定める時間に国土交通大臣が認定する

講習を受講していますか
（１）選任された運行管理者は受講した日の属する年度から２年に１回受講しているか
（２）「新たに選任された運行管理者」は選任届出をした日の属する年度内に受講し

ているか
■該当する年度に受講していない場合は翌年の早い時期に受講すること

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

１６．運行管理者の講習
□選任されている運行管理者が告示に定める時間に国土交通大臣が認定する

講習を受講していますか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎死亡・重傷事故又は行政処分に係る営業所において選任されている運行管理
者は国土交通大臣が認定する講習を受講していますか

特別講習の通知があった営業所の統括運行監理者（責任管理者）は国土交

通省が認定する講習を受講しなければならない、又、特別講習の他に一般
講習を２年連続して受講しなければならない。
当該営業所の運行管理者は基礎講習又は一般講習を事故があった日の属
する年度から２年連続して受講しなければならない。



Ⅲ．運行管理関係等

１７．事業計画に従い、必要な運転者の確保
□常時選任運転者の中に選任してはならない運転者はいませんか
（１）「日々雇い入れの者」「２か月以内の期間の臨時の者」「１４日以下の試用期間

の者」を常時選任運転者として選任していないか
（２）出向運転者を活用している場合は「出向契約書」を締結しているか
（３）派遣社員を活用している場合は「派遣契約書」を締結しているか
（４）短時間運転者を活用している場合は「労働条件通知書」を締結しているか
（５）季節等、一定の期間を定めて雇用する運転者を活用している場合は「２か月

を超える期間契約」を締結しているか
■業務に必要な運転者を確保する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

１８．過労防止に配慮した勤務時間・乗務時間等の管理【ワースト５】
□勤務、運行実態が改善基準告示に抵触しない勤務になっていますか【別紙】
（１）拘束時間は１日原則として１３時間、最大で１５時間（１４時間超えは１週２回以内）

を超えていないか
（２）休息期間は継続して９時間以上、又は１回３時間以上で合計１０時間以上の休息

を取っているか
（３）連続運転時間は４時間以上行っていないか
（４）１か月２８４時間、年間３，３００時間を超過していないか
（５）運転時間は２日平均で１日当たり９時間が限度、又、２週平均で１週間当たり

４４時間が限度となっているが超過していないか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

１８．過労防止に配慮した勤務時間・乗務時間等の管理
□勤務、運行実態が改善基準告示に抵触しない勤務になっていますか
□改善基準告示に違反しない運行等に改めること

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

１９．過積載による運行を行っていないか
□車両の最大積載量を超える過積載運行をしていませんか
（１）過積載になりやすい輸送品目（ｺﾝｸﾘｰﾄ製品、ｺｲﾙ、鉄鋼、機械等）を輸送する

場合は重量を把握し積載しているか
（２）過積載運行を前提とした運行計画や過積載の指示を行っていないか
□最大積載量を超える積載は即時停止する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎過積載運行を防止するため再確認をお願いします。
最大積載量（積載可能重量）の把握
お客様からのオーダ依頼時の依頼重量の把握
換算重量（比重計算）による依頼時の実重の把握



Ⅲ．運行管理関係等

２０．点呼の実施及び記録・保存【ワースト３】

２１．運転日報の作成・保存

２２．運行記録計による記録及び保存・活用

２３．運行指示書の作成・指示・携行・保存【ワースト２】

２４．乗務員の安全確保等の指導・教育・記録の保存

２５．特定の運転者に対する特別な指導【ワースト１】

２６．特定の運転者に対する適性診断

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

２０．点呼の実施及び記録・保存【ワースト３】
□点呼を確実に実施しその記録を保存していますか
（１）点呼の内容・結果・報告・指示等の記録項目を確実に実施しているか
（２）業務の開始又は終了が営業所の場合は対面で点呼を行っているか
（３）業務前、業務後の点呼がいずれも対面で行えない場合は、業務途中に電話等

による中間点呼を行っているか
（４）点呼執行は選任された運行管理者等の資格要件を満たす者が確実に実施して

いるか
（５）アルコール検知器が備え付けられ常時有効に保持しているか

（ALC検知器の点検記録）

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

２０．点呼の実施及び記録・保存
□点呼を確実に実施しその記録を保存していますか

（６）電話その他の方法で点呼を行う場合、運転者にアルコール検知器を携行させて
報告を求めているか

（７）運行管理者は点呼執行の１/３以上実施しているか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

２０．点呼の実施及び記録・保存
□点呼を確実に実施しその記録を保存していますか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

２０．点呼の実施及び記録・保存
□点呼を確実に実施しその記録を保存していますか
□安全規則第７条に定められた点呼（対面・電話等）を確実に実施し、点呼記録簿

に各々必要事項を漏れなく記載する
□IT点呼・遠隔地点呼等、対面及び電話点呼以外の点呼を実施する場合は、点呼

記録簿の点呼方法欄に追記して記録すること
□点呼を全く行っていない場合は運輸支局への「速報」となります

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

２０．点呼の実施及び記録・保存

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

必要項目



Ⅲ．運行管理関係等

２１．運転日報の作成・保存
□安全規則第８条に定められた業務等を記録して保存していますか
（１）安全規則第８条に定められた記載項目が全て記載されているか
（２）１年分保存しているか
（３）記録の改ざんはないか
（４）運行記録計との整合性はあるか
□運転日報は運行実態にあわせ運転者が作成し、運行管理者等が確認する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎令和７年４月１日より、荷役時間や荷役作業・附帯業務の「業務記録」への記
録業務の対象が、全車両に拡大されました。【別紙】



Ⅲ．運行管理関係等

２１．運転日報の作成・保存
□安全規則第８条に定められた業務等を記録して保存していますか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎安全規則第８条に定められた業務等
①運転者の氏名、②車両の登録番号、③乗務開始と終了日時、乗務開始地
点と終了地点、主な経過地点と走行距離、④運転交替時の地点と距離
⑤休憩、睡眠時の地点と日時、⑥貨物積載状況（車両総重量８t以上又は最
大積載量５t以上の事業用自動車、⑦荷待時間や荷役作業・附帯業務内容
⑧事故や著しい運行の遅延、異常状態発生時の概要と原因、⑨その他



Ⅲ．運行管理関係等

２２．運行記録計による記録及び保存・活用
□営業所に配置する安全規則第９条に定められた事業用自動車すべてに運行

記録計が装着され、保存及び活用を行っていますか
（１）装着義務のある車両の全てに運行記録計が装着され、タコチャート等には

所定の内容が適切に記載されているか
（２）タコチャート等の記録に連続運転、速度超過等があった場合は運行管理者

等が運転者への指導（過労防止、事故防止）に活用し、記録しているか
■装着対象車両に１台でも未装着があった場合は、当該車両の運行を直ちに

停止し、運行記録計及び運行記録紙を装着した後、運行させる

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎車両総重量７トン以上又は最大積載量４トン以上の事業用トラックに装着義務



Ⅲ．運行管理関係等

２２．運行記録計による記録及び保存・活用
□営業所に配置する安全規則第９条に定められた事業用自動車すべてに運行

記録計が装着され、保存及び活用を行っていますか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎運行終了後の点呼時等において、連続運転、速度超過等が有った場合には
指導を行い、タコチャート等又は乗務等の記録（運転日報）への記録もお願い
します。



Ⅲ．運行管理関係等

２３．運行指示書の作成・指示・携行・保存【ワースト２】
□運行指示書の必要な業務に対し、必要事項を記載した指示書を作成し、指示

携行・保存をしていますか
（１）業務前、業務後の点呼がいずれも対面でできない業務（２泊３日以上）又は

分割休息のある場合は、その業務ごとに運行指示書を作成しているか
（２）運行指示書は改善基準告示に沿った内容で、運行管理者が作成し、運転者

に指示・携行させているか
（３）運行の途中において内容が変更される場合、運行管理者が的確に運転者

に伝達し、その内容が記載されたものを保存しているか
（４）運行指示書及びその写し（正・副）を１年間保存しているか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

２３．運行指示書の作成・指示・携行・保存

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

２３．運行指示書の作成・指示・携行・保存

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎運行指示書の内容（再確認）
運行の開始及び終了の地点及び日時
乗務員の氏名
運行の経路並びに主な経過地における発車及び到着の日時
運行に際して注意を要する箇所の位置
乗務員の休憩地点及び休憩時間
乗務員の運転又は業務の交替の地点（運転又は業務の交替がある場合）
その他運行の安全を確保するために必要な事項

※運行途中で変更の場合は乗務員への変更指示が必要となります。



Ⅲ．運行管理関係等

２３．運行指示書の作成・指示・携行・保存
■該当運行の指示書が作成されていない場合は作成するよう改善する
■分割休息の運行は予め運行指示書で指示を行う事

（結果分割休息は認めない）

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎運行指示書の運用に当たっては下記再確認をお願いします。
違反（不適合）の指示をしていないか（１日の拘束時間超過の指示等）
正副２通を作成保存しているか
変更が有った場合の変更指示は出来ているか
点呼執行（タイミング・回数）は適切か



Ⅲ．運行管理関係等

２４．乗務員の安全確保等の指導・教育・記録の保存
□指導監督の指針（告示１３６６号）の内容を全乗務員に対して適切・確実に実施し

その記録を保存していますか
（１）告示の指導１２項目を１年間に所属する全従業員に対して実施し、その記録

（日時、場所、内容、実施者、受講者等）を３年間保存しているか
（２）指導の回数や時間は事業所の実態に合わせ適切・有効に行い、欠席者には

後日フォローした記録日時も追記しているか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

２４．乗務員の安全確保等の指導・教育・記録の保存
□指導監督の指針（告示１３６６号）の内容を全乗務員に対して適切・確実に実施し

その記録を保存していますか
■全員に対して１年間で１２項目を実施していない場合は追加実施する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎年間教育実施の留意事項
全員に漏れなく実施（欠席者へのフォロー、参加者は署名が望ましい）
全項目を漏れなく実施
欠席者も含めた記録（日時、場所、内容、実施者、受講者等）の保存
受講者の実施時間の整合性（関係書類と確認）
実施者の実施時間の整合性（関係書類と確認）



Ⅲ．運行管理関係等

２５．特定の運転者に対する特別な指導【ワースト１】【別紙】
□特定運転者（事故惹起運転者、高齢運転者、初任運転者）に該当する運転者

に対し、特別な指導を実施し、その記録を保存していますか
また、初任運転者の場合は事故歴の確認（運転記録証明書等取得が必要

（１）乗務員として新規採用した場合、運転記録証明書等の取得を行い、雇い入れ
る前の事故歴を把握し事故惹起運転者に該当するか否かを確認しているか

（２）死者又は重傷事故を引き起こした者は再乗務する前に事故惹起者の指導を
実施し、記録を保存（所定項目の６時間以上）しているか

（３）高齢運転者は適齢診断の結果を踏まえ、個々の運転者の加齢に伴う身体
機能の変化の程度に応じた事業用自動車の安全な運転方法等について運転者
が自ら考えるよう指導する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

２５．特定の運転者に対する特別な指導
□特定運転者（事故惹起運転者、高齢運転者、初任運転者）に該当する運転者

に対し、特別な指導を実施し、その記録を保存していますか
また、初任運転者の場合は事故歴の確認（運転記録証明書等取得が必要

（４）乗務員として新規採用した者は初任運転者指導（所定の座学１５時間以上
運転実技に関して２０時間以上）を実施し、実施記録を保存しているか
（乗務開始前３年間に事業用自動車の選任（乗務）経験があれば省略可）

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

２５．特定の運転者に対する特別な指導
□特定運転者（事故惹起運転者、高齢運転者、初任運転者）に該当する運転者

に対し、特別な指導を実施し、その記録を保存していますか
また、初任運転者の場合は事故歴の確認（運転記録証明書等取得が必要

■該当する乗務員が１人でも未実施の場合は速やかに実施し、記録を保存

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

２５．特定の運転者に対する特別な指導
□特定運転者（事故惹起運転者、高齢運転者、初任運転者）に該当する運転者

に対し、特別な指導を実施し、その記録を保存していますか
また、初任運転者の場合は事故歴の確認（運転記録証明書等取得が必要

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎特別な指導の実施にあたっては下記留意下さい。
乗務員として新規採用した場合、先ずは、運転記録証明書等の取得を行

います。⇒雇入れる前の事故歴を把握（事故惹起運転者に該当するか否か
確認）します。

初任運転者が高齢運転者に該当する場合には、初任運転者への指導と

同時に高齢者への指導【別紙】も必要となります。



Ⅲ．運行管理関係等

２６．特定の運転者に対する適性診断
□特定運転者（事故惹起運転者、高齢運転者、初任運転者）に該当する運転者

に対し、適性診断を受けさせていますか
（１）事故惹起運転者は当該交通事故を引き起こした後、再度事業用自動車に

乗務する前に、事故惹起運転者の区分ごとに特定診断Ⅰ又は特定診断Ⅱ
の適性診断を受診しているか

（２）高齢運転者は６５歳に達した日から１年以内に適齢診断を受診しているか
更に、継続雇用の場合は３年以内ごとに適齢診断を受診させているか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

２６．特定の運転者に対する適性診断
□特定運転者（事故惹起運転者、高齢運転者、初任運転者）に該当する運転者

に対し、適性診断を受けさせていますか
（３）乗務員として新規採用した者は乗務開始前に初任診断を受診させてから

選任しているか
（乗務開始前３年間に受診した受診票の記録があれば省略可能）

■該当する適性診断を受けていない場合は速やかに受診、計画を行う

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅲ．運行管理関係等

２６．特定の運転者に対する適性診断
□特定運転者（事故惹起運転者、高齢運転者、初任運転者）に該当する運転者

に対し、適性診断を受けさせていますか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎適性診断の受診要領（１）
新規採用者が特定・適齢・初任のいずれにも該当する場合は特定（Ⅰ・Ⅱ）

の適性診断を受診（適齢及び初任診断を受診したものと見なします）
新規採用者が適齢・初任に該当する場合は適齢診断を受診（初任診断を
受診しなくても良いが、この場合、適齢診断の受診時期は新規採用者と同
じく乗務開始前に受診すること）



Ⅲ．運行管理関係等

２６．特定の運転者に対する適性診断
□特定運転者（事故惹起運転者、高齢運転者、初任運転者）に該当する運転者

に対し、適性診断を受けさせていますか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎適性診断の受診要領（２）
適齢診断は６５歳に達した日以降１年以内に１回受診させ、その後、３年以

   内ごとに１回受診させる
 新規採用者が、特定、適齢以外は初任診断を受診



Ⅳ．車両管理等

２７．整備管理規程の制定

２８．整備管理者の選任・届出

２９．整備管理者の研修【ワースト４】

３０．日常点検の実施・記録

３１．定期点検整備記録簿の保存

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅳ．整備管理関係等

２７．整備管理規程の制定
□職務権限が明確にされた整備管理規程が制定され、備え付けられていますか
（１）法改正等があった場合、その内容が整備管理規定に明記されているか

※直近の法改正：大型車の車輪脱落事故防止措置が加わっております
（２）補助者を選任する営業所においては、補助者に係る選任方法及び職務

並びに、遵守事項が明記されているか
■上記内容を反映した整備管理規程を作成し、備え付ける

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎整備管理規程は岩ト協ホームページに参考資料を掲載しております。



Ⅳ．整備管理関係等

２８．整備管理者の選任・届出
□自動車の種類、乗車定員、使用車両数に応じて使用の本拠ごとに整備管理者を

選任し、管轄する運輸支局に届出していますか
ただし、配置車両５両未満の事業所においては選任義務はありませんが、乗車

定員11人以上のバス型霊柩車が１両でもある場合は選任しなければなりません
（１）選任届、変更届は選任の日から１５日以内に届出しているか
（２）自企業以外の者を整備管理者として選任していないか（原則として禁止）
■整備管理者（選任・変更・廃止）届出書は地方運輸支局の受付印のあるものを

備え付ける
■選任されている整備管理者が全くいない場合は、運輸支局への「速報」となります

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅳ．整備管理関係等

２８．整備管理者の選任・届出

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎整備管理者の資格要件（再確認）
整備管理を行おうとする自動車と同種類の自動車の点検若しくは整備又は

整備の管理に関して２年以上実務の経験を有し、地方運輸局長が行う選任
前研修を修了した者
自動車整備士技能検定規則の規定による１級、２級又は３級の自動車整備

士技能検定に合格した者
前二号に掲げる技能と同等の技能として国土交通大臣が告示で定める基準

以上の技能を有すること



Ⅳ．整備管理関係等

２９．整備管理者の研修【ワースト４】
□選任された整備管理者が、地方運輸支局が行う選任後の研修を受講していますか
（１）最後に受講した日の属する年度の翌々年度の末日までに受講しているか
（２）新たに選任された整備管理者は選任された日の属する年度の翌年度の末日

までに受講しているか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅳ．整備管理関係等

２９．整備管理者の研修
□選任された整備管理者が、地方運輸支局が行う選任後の研修を受講していますか
■該当する年度に受講していない場合は翌年の早い時期に受講すること

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅳ．整備管理関係等

３０．日常点検の実施・記録
□道路運送車両法第４７条及び日常点検基準に基づく点検整備を運転者が実施し

選任された整備管理者又は整備管理補助者が運行の「可否」決定を行った記録
を保存していますか

（１）所属する車両に乗務した場合にあっては、１日に１回、運行前に点検を実施
しているか

（２）日常点検の実施結果に基づき、整備管理者又は資格を有する補助者が、運行
可否の決定を行っているか

■未実施又は項目不足等の場合は見直しを図り、即実施し、記録を保存する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅳ．整備管理関係等

３０．日常点検の実施・記録
□道路運送車両法第４７条及び日常点検基準に基づく点検整備を運転者が実施し

選任された整備管理者又は整備管理補助者が運行の「可否」決定を行った記録
を保存していますか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎日常点検（表）で確認が必要な内容
無資格者（運行管理者、運行管理補助者）が可否決定を実施している
始業前の実施と疑われるケース（いつ日常点検を行った？）

例）始業８：００
点呼８：０５
出庫８：０８



Ⅳ．整備管理関係等

３１．定期点検整備記録簿の保存
□車両法第４８条、４９条及び安全規則第３条の２、第３条の３に基づく法定点検整備

を実施し、その記録を車両及び営業所に備え付けしていますか
（１）所属する車両ごとに３・３・３・１２か月の点検整備を実施し、記録簿を１年間保存

しているか
（２）分解整備を伴う３か月点検は認証工場及び指定工場で実施しているか
■３か月点検を未実施の場合は速やかに実施する
■定期点検整備を全く行っていない場合は直ちに運輸支局へ「速報」となります

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅳ．整備管理関係等

３１．定期点検整備記録簿の保存
□車両法第４８条、４９条及び安全規則第３条の２、第３条の３に基づく法定点検整備

を実施し、その記録を車両及び営業所に備え付けしていますか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎定期点検で確認が必要な内容（再確認）
定期点検整備実施計画を作成しているか
１２か月点検以降、３か月点検が３回実施されているか
点検整備記録簿の写しが事務所に１年間保存されているか



Ⅴ．労基法関係等

３２．就業規則の制定・届出

３３．３６協定の締結・届出

３４．労働時間、休日労働の違法性

３５．健康診断の実施・記録・保存

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅴ．労基法関係

３２．就業規則の制定・届出
□法改正等の内容が反映された就業規則を制定し、管轄監督署に届出していますか
（１）従業員が常時１０名以上の営業所は営業所ごとに届出を行っているか
（２）就業規則について、本社と各営業所の内容が同一であれば、本社を管轄してい

る労働基準監督署に一括して届出も可能ですが、当該営業所が該当した届出と
なっているか（届出事業場一覧表等の挿入）
※営業所名が入った届出書の写しを営業所に備え付けておく

■届出が必要な営業所にあっては管轄監督署の受付印のある届出を備え付ける

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅴ．労基法関係

３２．就業規則の制定・届出
□法改正等の内容が反映された就業規則を制定し、管轄監督署に届出していますか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎法改正の内容の確認をお願いします。
有給取得（５日/年）の規定は制定（届出）されていますか
改正された改善基準告示の内容に変更されていますか

（例）未だに年間総拘束時間が３，５１６時間/年のまま・・・）



Ⅴ．労基法関係

３３．３６協定の締結・届出
□時間外労働や休日出勤が全く発生しない場合を除き、従業員数にかかわらず

営業所ごとに締結し、管轄監督署に届出していますか
（１）協定期間前に届出され、期限切れとなっていないか
（２）３６協定について、本社と各営業所の内容が同一であれば、本社を管轄して

いる労働基準監督署に一括して届出も可能ですが、当該営業所が該当した
届出となっているか（届出事業場一覧表等の挿入）
※営業所名が入った届出書の写しを営業所に備え付けておく

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅴ．労基法関係

３３．３６協定の締結・届出
□（時間外労働や休日出勤が全く発生しない場合を除き、従業員数にかかわらず

営業所ごとに締結し、管轄監督署に届出していますか
■未締結又は有効期限切れの場合は速やかに届出を行い、管轄監督署の受付印

のある届出を備え付ける

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎協定は届出日より前の期間は無効（時間外、休日出勤不可）となります。
必ず適用開始日よりも前に提出して下さい。



Ⅴ．労基法関係

３４．労働時間、休日労働の違法性
□労働時間、休日労働、連続出勤等に違法性はありませんか
（１）出勤体制を整備し、労働時間、休憩時間、休日取得等、適正に実施しているか
（２）２週間連続の勤務となっていませんか（休日労働は２週間に１回が限度）
■違法性があった場合は即日改善を行う

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎労働時間管理については各帳票との整合性も確認下さい。
休憩時間が無い、或いは、不足（６時間超４５分、８時間超６０分以上）
休憩時間が退勤前一括（法令上、勤務の途中付与が必要）
始業前（終業後）に点呼執行
休日（終業時間後）に教育実施 等



Ⅴ．労基法関係

３５．健康診断の実施・記録・保存【別紙】
□全従業員に対して健康診断を受診させ、診断記録は５年間保存されてますか
（１）新規採用の運転手は雇入れ時の健康診断を受診しているか
（２）常時使用する従業員は最低１年以内ごとに定期健康診断を受診をしているか
（３）特定業務（深夜業務：２２時００分から５時００分）に従事する者は６か月ごとに

特定従事者検診を受診しているか

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅴ．労基法関係

３５．健康診断の実施・記録・保存
□全従業員に対して健康診断を受診させ、診断記録は５年間保存されてますか
■未受診者が１人でもいる場合は速やかに受診または計画する

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎健康診断については以下についても留意下さい。
雇入時の健康診断については、医師による健康診断を実施して３か月を

経過しない場合は、その結果を証明する書面を提出すれば代用可能です。
特定業務従事者の健康診断については、目安として、概ね、検診日前の

６か月を平均して４日/月以上の場合には受診が必要と言われていますが
健康管理の観点から、日数に関わらず受診検討をお願いします。

健康診断実施後には、結果に対する医師による意見聴取が必要です。



Ⅵ．法定福利

３６．労災保険・雇用保険の加入

３７．健康保険・厚生年金保険の加入

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅵ．法定福利関係

３６．労災保険・雇用保険の加入
□加入対象者は全員加入していますか
（１）労災保険は、原則、当該事業者（営業所）に属する労働者全てが加入対象と

なる事から、全員が加入しているか
（２）雇用保険は、原則、当該事業者（営業所）が適用事業所である場合、雇用さ

れる労働者は「法律で適用が除外されている者」を除き加入対象となる事から
対象者全員が加入しているか

（３）労災保険及び雇用保険の概算保険料と確定保険料が適切に納付されているか
■対象者が１人でも未加入の場合は速やかに加入手続きを行う

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅵ．法定福利関係

３７．健康保険・厚生年金保険の加入
□加入対象者は全員加入していますか
（１）法人の事業所及び常時５名以上の従業員を使用する個人の事業所は強制

適用事業所となり、当該事業者（営業所）の常時使用される全ての者が対象
となる事から全員が加入しているか
（健康保険は７５歳以上、厚生年金保険は７０歳以上の者は対象外）

（２）社会保険料（健康保険・厚生年金保険）は適切に納付されているか
■対象者が１人でも未加入の場合は速やかに加入手続きを行う

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅶ．運輸安全マネジメント

３８．運輸安全マネジメントの実施

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】



Ⅶ．運輸安全マネジメント関係

３８．運輸安全マネジメントの実施【別紙】
□貨物自動車運送事業に係る安全マネジメントに関する指針に従い、具体的に

  策定され、毎事業年度の経過後１００日以内に外部に対して公表していますか
■実施していない場合は速やかに策定、実施、公表を行う

（２）巡回指導項目と重要箇所【確認ポイント】

◎運輸安全マネジメント
事業年度は更新されていますか
期限内に作成、公表されていますか
方針・目標・計画が設定されていますか
前年度の実績は入っていますか
営業所の利用者（外部）が閲覧可能な状態となっていますか



（３）法改正等について



Ⅰ．改正貨物自動車運送事業法関係

１．運送契約締結時の書面交付義務化【別紙】

２．実運送体制管理簿の作成・情報通知の義務化【別紙】

３．委託先への発注適正化（健全化措置）【別紙】

（３）法改正等について



Ⅱ．貨物自動車運送事業法関係

１．各営業所に配置する事業用自動車の種別ごとの数に係る違反について強化
されました【別紙】

（３）法改正等について



（４）情報提供について
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ここをクリック
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ご清聴ありがとうございました。


